
財政赤字と少子化に関する一考察

―「社会保障財源としての子供」の視点から―

小黒 一正＊

Ⅰ．序

Ⅰ―１．「社会保障財源としての子供」と財政

赤字

少子高齢化の進展により，日本の財政は深刻

さを増している。こうした状況を踏まえ，現在，

政府は経済財政諮問会議を中心として，財政の

持続可能性を維持するための枠組みの検討を行

っている。

ここまで財政が深刻さを増している原因はこ

こ数年の間恒常化している「財政赤字」の存在

にあるが，その背景には膨張する社会保障費の

要 約
我が国を含め先進諸国の社会保障制度は，世代間の連帯を基軸として，賦課方式を採用

しているが，その社会保障財源としての出生数は低下し，各先進諸国とも少子化が進行し

ている傾向にある。そして，各世代がライフサイクル的に行動し老齢期の社会保障財源と

しての出生数を合理的に選択しているとするならば，財政赤字による社会保障の補填の存

在は，その出生数に一定の影響を与えている可能性等も考えられる。

このため，本稿では，社会保障財源として子供をみなす場合，①マクロ的視点から，動

学的な世代重複モデルを構築し，財政赤字による社会保障の補填が出生数に如何なる影響

を及ぼすのか，②また，ミクロ的視点から，社会保障移転が各家計の出生数と無関係であ

る場合，社会全体の出生数は如何なる影響を及ぼすのかについての考察を行っている。

その結果，①に対しては，１７ヶ国の時系列パネル分析から，財政赤字が出生数にマイナ

スの影響を与える可能性があることの示唆を得るとともに，②に対しては，ミクロ的視点

から，単純化されたナッシュ均衡ゲームにより，社会保障移転において，社会保障給付が

各家計の出生数と無関係である場合は，社会全体の望ましい出生数と比較してマイナスの

影響を与える可能性があることの示唆を得ている。

なお，本稿では，子供を社会保障財源とみなす場合，これらの負の関係を遮断するため

には，①財政赤字による社会保障給付の補填をゼロに誘導するとともに，②年金保険等の

社会保障給付において，給付と負担の均衡を図りつつ，各家計の出生数に応じてその給付

が増加する仕組みを導入することも検討する必要があることを提示している。

＊ 財務省財務総合政策研究所主任研究官

＜財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」March―２００８＞

－１１５－



-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60 

1.70

1.80

社会保障給付費 
財政赤字 
TFR

現役期 老齢期 

現役期 老齢期 

現役期 老齢期 

社会保障移転 

社会保障移転 

【t+1世代】 

【t世代】 

【t－1世代】 

出産・育児 

出産・育児 

影響も大きい１）。実際，１９８７年には対 GDP比で

１１．３％であった社会保障給付費は，２００３年で約

１．５倍の１６．８％まで上昇している。他方，一般

政府の財政収支（対 GDP）は１９８７年に０．３％の

黒字であったものの，２００３年には７．７％の赤字

となっている。

ところで，そもそも，日本など諸外国の社会

保障制度の多くは，年金保険制度をはじめとし

て「賦課方式」を採用している。これは，諸外

国の社会保障制度の多くは老齢世代と現役世代

による「世代間の連帯」を基軸としていること

を意味している。

そして，この「世代間の連帯」の持続可能性

を確保している資源は何かというと，それは子

１）平成１８年３月７日経済財政諮問会議における谷垣大臣提出資料によると，平成２年（１９９０年度）基準ベー
スで，平成２年度から平成１８年度の普通国債債務残高増加額約３８０兆円のうち約２５％の約９０兆円が社会保障
関係費となっている。

図１ 社会保障給付費・財政赤字（対GDP）と合計特殊出生率の推移

（資料）国立社会保障・人口問題研究所データ，OECD Outlook，内閣府９３SNA

図２
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供である。当然であるが，現役世代は老齢世代

が生み育てた子供である。この現役世代は現在，

老齢世代に対し，税・社会保険料のかたちで社

会保障移転を行い，社会保障制度を支える担い

手となっている。また同様に，現役世代が老齢

世代となったときには，現役世代が生み育てた

子供が，親の世代である現役世代に対し，税・

社会保険料のかたちで社会保障移転を行い，社

会保障制度を支える担い手となっていくのであ

る。すなわち，子供は「社会保障財源」とみな

すことができる。

このような考え方によると，各世代は，社会

保障制度の下，所得獲得能力のある現役期にお

いて，自己の老齢期のための社会保障財源とし

ての子供を生み育て，親世代に社会保障移転を

行う一方で，所得獲得能力の衰える老齢期にお

いては，子供世代からの社会保障移転で生活を

行っていくことになる（図２参照）。

また，この考え方によると，各世代はその老

齢期に必要とする社会保障移転のレベルに応じ

て，現役期において，合理的な出生数の選択を

行っていることになる。しかし面白いことに，

例えば日本ではその合計特殊出生率（TFR）は

一貫して低下傾向にあり，少子化が進行してい

る（図１参照）。この現象は経済学的観点から

どう説明するのが最も合理的であろうか。

この問いに対して，本稿では，幾つかの説明

の１つの方法として，財政赤字による社会保障

給付の補填も少子化を促す要因となるとの仮説

を提示してみたい。

というのは，仮に社会保障財源としての出生

数が減少してもその減少分を財政赤字で補填し，

その負担を後世代に先送りすることが可能であ

るならば，社会保障財源としての子供を生み育

てるインセンティブは低下してしまう可能性も

否定できないと考えるからである。すなわち，

「財政赤字による社会保障給付への補填が，社

会保障財源としての子供の価値を希薄化し，少

子化を促す可能性もあるのではないか。」とい

う仮説である。

Ⅰ―２．先行研究

これまで出生の意思決定に関する先行研究と

しては，Becker（１９６０，１９９１）をはじめ数多く

の仮説とその実証の蓄積があるが，少子化の主

因は晩婚化・未婚化が指摘されている２）。晩婚

化・未婚化は日本においても，表１をみると実

感できる。そして，晩婚化・未婚化を引起して

いる要因についても，経済学的観点から様々な

仮説の提示とその実証が行われている。しかし，

これら先行研究のうち財政赤字と少子化の関係

について考察を行っているものは少ない。

そもそも晩婚化・未婚化が進展しても，所得

獲得能力が衰える老齢期の心配をする必要性に

２）伊達・清水谷（２００４）「日本の出生率低下の要因分析：実証研究のサーベイと政策的含意の検討」（ESRI Dis-

cussion Paper Series No．９４）等を参照。

表１ 未婚率と平均初婚年齢の推移

１９７５年 ２００３年

未婚率 ２５～２９歳 男 ４８．３％ ６９．３％

女 ２０．９％ ５４．０％

４０～４４歳 男 ３．７％ １８．４％

女 ５．０％ ８．６％

平均初婚年齢 男 ２７．０歳 ２９．４歳

女 ２４．７歳 ２７．６歳

（資料）総務省統計局「国勢調査報告」
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迫られていないのは何故であろうか。通常は，

晩婚化・未婚化が進展し社会保障財源としての

子供が減少すれば，老齢期に移転を受ける社会

保障給付が減少することになるが，それでも問

題が顕在化しない背景には財政赤字の存在があ

るのではないだろうか。すなわち，社会保障財

源としての子供が減少しても財政赤字で社会保

障給付の補填を行い，その負担を後世代に先送

りすることが可能であるならば，当面の間，少

子化が進展しても問題が顕在化しないことにな

ろう。

以上のとおり，財政赤字による社会保障給付

の補填は，社会保障財源としての出生数に一定

の影響を与えている可能性も否定できない。

Ⅰ―３．本稿の構成

このため，本稿では，Ⅱにおいて，まずはマ

クロ的視点から，財政赤字による社会保障給付

の補填が，社会保障財源としての出生数に一定

の影響を与える可能性を有する世代重複モデル

を構築し，Ⅲにおいて，その影響の実証分析を

行うこととしたい。そして，Ⅳにおいて，社会

保障財源としての出生数に関するミクロ的視点

からの考察を行い，最後のⅤにおいて，まとめ

と政策的考察を行うこととする。

Ⅱ．理論モデル

Ⅱ―１．理論モデルの構築

まずは，社会保障財源としての出生数に財政

赤字がどのような影響を与えるかを分析するた

めの理論モデルを構築する。

議論を簡略化するため，各世代は，ライフサ

イクル仮説に基づいて現役期と老齢期の２期間

を生き，同質であると仮定する。また，金利は

ゼロ，老齢期の所得もゼロと仮定する。そして，

各 t 時点において，現役世代は，以下の予算制

約に直面しているものとする。

Yt＋（１－�）�Bt＝Cyt＋e・nt＋Tt＋St＋Bt （１）

ただし，Ytは現役世代の所得，Cy tは現役世

代の消費，e は子供のコスト，ntは出生数，Tt

は老齢世代への社会保障移転，Stは現役世代の

貯蓄，Btは公債引受け分（借換債を含む）を

表している。また，（１）式の左辺における（１－
�）�Btは現役世代から公債（財政赤字：�Bt≡

Bt‐Bt－１）により調達した資源を現役世代に（１

－�）の比率で配分していることを表している。

他方，各 t 時点において，老齢世代は，以下

の予算制約に直面しているものとする。

Tt＋St－１＋Bt－１＋��Bt＝Cot （２）

ただし，Ttは現役世代からの社会保障移転，

St－１は老齢世代の現役期における貯蓄，Bt－１は

現役期に引受けた公債の償還分，Cotは老齢世

代の消費を表している。また，（２）式の左辺にお

ける��Btは現役世代から公債（財政赤字）に

より調達した資源を老齢世代に�の比率で配分，

すなわち財政赤字による社会保障給付の補填分

を表している。

なお，社会保障の移転は，各世代の子供が親

世代の社会保障財源となるメカニズムを組み込

むため，�をプラスの定数として以下に従うも

のとする。

Tt＝�nt－１ （３）

ところで，財政赤字は永久に持続することは

できないので，長期的財政均衡式を導入する。

すなわち，各 t 時点において，確率 p で，�Bt－１

だけの財政再建を行い，確率（１－p）で D の

財政赤字が発生すると，E を期待値として以

下の式が成立する。

財政赤字と少子化に関する一考察
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E（�Bt）＝－p�Bt－１＋（１－p）D

上式で更に期待値 E をとると，公債残高 Bt

に関し，結果的に以下の差分方程式を得ること

ができる。

E（�Bt）＝－p�E（Bt－１）＋（１－p）D （４）

さて，以上で準備が整ったので，Yと S（本

稿ではゼロ）が一定であるとし，各世代は利己

的で効用関数 U＝Cyt・Cot＋１を最大化すると仮

定すると，出生数 ntの期待値は以下のように

求めることができる（導出は補論参照）。

E（nt）＝
Y－
１－p

p�
D（�＋

e
�
）

２e＋�

＋
｛（（１＋p�

e
�
）�＋

e
�
）（１－p�）＋（�－１）p�｝｛B０－

１－p
p�

D｝

２e（１－p�）＋�
×（１－p�）t （５）

この（５）式において，初期時点 t＝０は任意で

あることから，一般性を失うことなく B０＝０

とでき，財政赤字の圧力 Dは出生数の期待値

E（n t）を引下げる効果をもつことが分かる。

なお，長期的には財政が均衡するメカニズム（（４）

式）を導入していることから，t→�で，出生

数の期待値は一定に落ち着くことも分かる。

Ⅱ―２．モデル解から得られる１つの命題

ところで，この（５）式から以下の重要な命題が

成り立つことが分かる。

【命題】

各世代が利己的であるとき，財政赤字による

社会保障給付の補填�がゼロ又は財政赤字の圧

力 Dがゼロとなれば，出生数の期待値は増加

する。

この命題は合理的なものとなっている。とい

うのは，仮に財政赤字による社会保障給付の補

填�又は財政赤字の圧力 Dがゼロであれば，社

会保障財源としての子供を生み養うインセンテ

ィブが低下することはないためである。このと

き，各世代は自らの効用を最大化する観点から，

現役期において，老齢期の社会保障財源として

必要な出生数を合理的に選択するはずである。

逆に，財政赤字による社会保障給付の補填�

がゼロでなく，財政赤字の圧力 Dがゼロでな

いのであれば，社会保障財源としての子供を生

み養うインセンティブは低下してしまう。その

結果，各世代は自らの効用を最大化する観点か

ら，老齢期の社会保障財源として必要な出生数

として，財政赤字による社会保障給付の補填�

又は財政赤字の圧力 Dがゼロである場合の出

生数よりも低い数を合理的に選択することにな

るのである。

このため，仮に財政赤字による社会保障給付

の補填�又は財政赤字の圧力 Dがゼロとなれば，

各世代は自らの効用を最大化するため，老齢期

の社会保障財源としての出生数を増加させるこ

とが合理的な選択となるのである。

Ⅱ―３．モデル改良と留意事項

ところで，（５）式には若干留意が必要である。

出生率と所得水準の関係について，（５）式はプラ

スの相関をもっているが，クロス・カントリー

・タイムシリーズのいずれのデータを用いても

マイナスの相関が見出されるというのが，既存

の実証研究の結果となっている。このため，（５）

式は矛盾しているように見える。しかし，本稿

では，子供のコスト e や社会保障移転の係数�

がどのようなものであるかまだ明示していない。

一般的に，子供のコスト e，社会保障移転の係

数�は，現役世代の所得 Yの線形関数であると

考えるのが自然であろう。というのは，現役世

代の所得 Yの高い国では子供のコスト e や社

会保障移転の係数�は高く，現役世代の所得 Y

が低い国ではその逆となるためである。しかし，

社会保障移転の係数�は政府によって外生的に

決定されるが，子供のコスト e は，各世代が，

育児費用だけでなく，子供の質も含めて内生的

に決定される可能性がある。この場合，子供の

コスト e が現役世代の所得 Yの線形関数とは

財政赤字と少子化に関する一考察
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e

Y

リスク回避的 

リスク中立的 

リスク愛好的 

歳入 歳出

T＝�・n－１ T＝�・n－１

�
��
�
�
�
�

老齢世代

（社会保障給付）
�B ��B

（１－�）�B
�
�
�

現役世代

異なる可能性がある。例えば，高所得の国では

大学卒の女性が出産のため退職する場合の逸失

所得は大きいので，女性の出産・育児に関する

機会費用が大きくなっている。そして，この機

会費用はそのまま，出産・育児を選択すること

に対するリスクであるともいえる。したがって，

仮に各世代が出産・育児の選択に対し「リスク

回避的」であるとするならば，子供のコスト e

はこの機会費用を含み，それは以下の（６）式に従

うとみなすだろう（図３参照）。

e＝e０・Y �（ただし，�＞１） （６）

このとき，�＝�０・Y とすると（５）式は以下の

ように整理できる。

Ε（nt）＝
１－
１－p

p�
D（
�

Y
＋

e０
�０

Y �－２）

２e０Y
�－１＋�０

－
｛（（１＋p�

e０
�０

Y �－１）�＋
e０
�０

Y �－１）（１－p�）（�－１）p�｝D／Y

２e０（１－p�）Y �－１＋�０
×（１－p�）t （７）

この（７）式の第１項は概ね Y に関する減少関

数となっているため，クロス・カントリー・タ

イムシリーズに基づく，出生率と所得水準に関

する既存の実証研究とは矛盾しなくなっている。

このため，以下，本稿では（５）式を改良した（７）式

をベースに考察を行っていくこととする。

なお，このモデルでは，政府の歳入は「税・

社会保険料＋財政赤字（公債発行収入）」（T＋
�B）となっているが，その歳出（T＋�B）の

うち（１－�）�B が現役世代に配分され，残り

の（T＋��B）が社会保障給付として老齢世代

に配分されている。

ここで，�がゼロであるならば，現役世代か

ら調達した公債発行収入（＝財政赤字�B）は

現役世代にそのまま再配分しているだけとなる。

すなわち，現役世代内で再分配を行っているに

過ぎない。これは（１）式＋（２）式でみても明らかで，
�＝０のとき，各世代の生涯予算制約式で�B

はキャンセルされるため，財政赤字は，各世代

の出生数の選択に影響を及ぼさない。しかし，

例えば，日本では現実の社会保障制度に関する

資金の流れは一般会計による国庫負担等もあっ

て複雑であるため，政府が財政赤字となってい

る場合は，財政赤字による社会保障費の補填�

をゼロにコントロールすることは難しいだろう。

そこで，次章Ⅲでは，（７）式をベースとして，

図３
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出生数が財政赤字から如何なる影響を受けてい

るか，諸外国のデータも用いて実証分析を行っ

ていきたい。

Ⅲ．実証分析

Ⅲ―１．１７ヶ国の時系列パネル分析による実証

分析

ここでは，前章Ⅱで導き出した（７）式をベース

に，合計特殊出生率（TFR）は，一人当たり実

質 GDP（GDPp），一人当たり実質財政収支 FB

（FBp）の関数であるとして，実証分析を行う。

すなわち，合計特殊出生率 TFRは，以下の（８）

式に従うものと仮定し，一人当たり実質財政収

支 FBpの係数が有意にプラスの符号となるか

推計を行ってみたい。

TFR
t
＝g（FBp

t
，GDPp

t
）

＝�２・FBp
t
＋�１・GDPp

t
＋�０ （８）

まずは，日本，米国，イギリス，ドイツ，フ

ランス，カナダ，オーストラリア，オーストリ

ア，ベルギー，デンマーク，ハンガリー，イタ

リア，オランダ，ノルウェー，スペイン，スウ

ェーデン，スイスの１７カ国の TFR，FBp及び

GDPpの１９８７年から２００３年のデータについて，

時系列パネル分析を行った結果が表２である。

この表２をみると，一人当たり実質財政収支

（FBp）の係数は５％有意水準で有意にプラス

の符号を有している。このため，財政赤字であ

るとき，FBpはマイナスであるから，（８）式から

TFRは減少することになる。すなわち，この

推計結果からは，財政赤字は出生数にマイナス

の影響を与える可能性があることが示唆される。

また，一人当たり実質 GDP（GDPp）の係数も，

有意にマイナスの符号を有しているため，（７）式

と整合的となっている。

Ⅲ―２．留意事項

なお，この推計結果においては幾つかの留意

が必要である。

第１は，定数項の t 値の大きさである。この

t 値は最も大きいので，FBpや GDPpの他，例

えば子供のコストなど，TFRに関する他の説

明要因がある可能性は否定できない。ただし，

本稿では，子供のコスト等について各国データ

の制約もあることから，そこまで踏込んだ分析

を行っていない。このため，この点については

更なる研究が必要であろう。

第２は，財政赤字による社会保障給付の補填

をどう考えるかという問題である。日本をはじ

表２

係数 （t 値）

FBp ０．００３０８２ （２．０５２２３１）※

GDPp －０．８６１５４７ （－１０．１３５６４）※

定数 ２．５２５０６３ （２７．５２０２４）※

Ajusted−R２ ０．９９０４６５

（注）TFRのデータは国立社会保障・人口問題研究所，FBp，GDPpのデータは OECD

Outlook等。分析手法は Panel EGLS（Cross−section weights）・固定効果を採用。ま

た，GDPpは１９８７年＝１に基準化するとともに，FBpは各年の実質財政収支（対実

質 GDP）を人口（１９８７年＝１に基準化）で除している。なお，※は５％有意水準

を表す。
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め上記１７カ国の大部分は，年金保険等につき賦

課方式に近いかたちで社会保障制度の運用を行

っているが，財政赤字の発生にあたってはゴー

ルデンルール３）を採用する国とそうでない国が

存在している。このため，社会保障給付の財源

として財政赤字を使うことができる国は限られ

ている可能性がある。ただし，この点について

は，各国の社会保障制度に関する複雑な財源の

流れを把握する必要があるが，各国とも独自の

財政制度，社会保障制度及び国・地方間の政府

間財政制度などを採用しているため，その作業

は容易ではない。このため，本稿では，そこま

で踏み込んだ分析を行っていないところであり，

この点も更なる研究が必要であろう。

第３は，出生率と財政赤字の見かけの相関の

可能性をどの程度排除することができているか

という問題である。すなわち，出生率の低下と

財政赤字の拡大は同時に進行している可能性が

あり，別の第三の要因が両方に影響を与えてい

る可能性を排除するのは難しい。この点につい

ても更なる研究が必要であろう。

といっても，Ⅱの理論モデルを前提に，各国

とも財政赤字によって一定程度は社会保障給付

の補填を行っているとするならば，（８）式の推計

結果は，財政赤字は出生数にマイナスの影響を

与える可能性があることを示唆しているといえ

る。そこで，次章Ⅳでは，社会保障財源として

の出生数に関し，ミクロ的視点からの考察を行

ってみたい。

Ⅳ．ミクロ的考察

Ⅳ―１．実際の TFRと理論値との比較

次に，表２で推計された TFRの理論値につ

いて，実際の日本の TFRとの比較を行うため

グラフ化したものが図４である（他国は図７参

照）。

さて，この図４をみると，実際の日本の TRF

３）政府会計を経常会計と資本会計に分け，原則として公債発行は資本会計における投資目的の借入れに限定
するというもので，イギリス等が採用している。

図４
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n t 1

n t 2

は，１９９５年以降，TFRの理論値よりも低い値

をとっている。前章Ⅲの実証分析からは，財政

赤字が出生数にマイナスの影響を与える可能性

があることの示唆を得たが，それとは別に何か

他の要因も寄与している可能性が高い。このた

め，子供は社会保障財源であるとの視点から，

ミクロ的に，各家計が他の家計の出生数を所与

としてその出生数を選択する場合，「社会保障

財源としての出生数」に如何なる影響を及ぼす

のかについて若干考察を行ってみたい。

Ⅳ―２．社会保障財源としての出生数に関する

ミクロ的分析

Ⅱでは，各 t 時点において各世代は同質であ

ると仮定したが，ここでは，上記のミクロ的分

析を行うため，経済は現役期と老齢期の２期の

みで，各時点において同質な２つの家計がある

としよう。また，議論を簡略化するため，財政

赤字も貯蓄もゼロであるとする。

このとき，家計 i（i＝１，２）の現役期及び老

齢期の予算制約は，以下の（９）・（１０）式のようにな

る。

Yt
i＝ Cyt

i＋e・nt
i （９）

Tt＋１
i＝ Cot＋１

i （１０）

また，社会保障移転 Tt
iは，各家計が生み養

う出生数，すなわち「社会保障財源としての出

生数」と無関係であるとすると，各家計は同質

（Yt
i＝ Yt／２）であることから，以下の式が成り

たつ。

Tt＋１
i＝�（�nt

i）／２ （１１）

このとき，各家計は，効用関数 Ui＝Cyt
i・

Cot＋１
iを最大化するため，上記（９）～（１１）式を制約

条件として，他の家計の出生数を所与としてそ

の出生数を選択すると仮定するならば，以下の

結果を得ることができる。

nt
１＝（Yt／２－e・nt

２）／２e

nt
２＝（Yt／２－e・nt

１）／２e （１２）

このナッシュ均衡解は nt
１＝nt

２＝Yt／６e とな

るため，各家計の合計出生数は，

nt
１＋nt

２＝Yt／３e （１３）

となる（図５参照）。

他方，社会全体の効用がW＝�U iであると

するならば，上記（９）～（１１）式を制約条件として，

W を最大化する各家計の合計出生数は，

nt
１＋nt

２＝Yt／２e （１４）

図５
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と求めることができる。そして，これは（１３）より

も大きい値となっている。

この（１３）と（１４）の比較から，各家計が他の家計の

出生数を所与としてその出生数を選択するとき，

社会全体が望ましいとする出生数よりも低下し

てしまう可能性があることが示唆される。これ

は，社会保障移転 Tt
iが「社会保障財源として

の出生数」と無関係であるとしているため引き

起される結果である。

すなわち，各家計は他の家計の出生数を所与

として，その出生数を選択しているため，各家

計の出生数の選択にあたって一種のフリーライ

ド問題が発生してしまう可能性があるのである。

というのは，例えば，現役期において，家計２

が老齢期の社会保障財源のため若干多い出生数

を選択するならば，家計１は老齢期の社会保障

財源としての出生数を少なくし消費を高めるこ

とが，効用を高めることに繋がるためである。

つまり，社会保障移転 Tt
iが「社会保障財源と

しての出生数」と無関係であるならば，ミクロ

的視点では，現役期において一種のフリーライ

ド問題が発生し，老齢期の社会保障財源として，

社会全体が望ましいとする出生数よりも少ない

出生数が選択されてしまう可能性がある。実際，

我が国の現行の社会保障制度においては，年金

保険給付等は出生数とは無関係に給付を行う仕

組みとなっている。このため，これが，図４で，

TFRの理論値よりも，実際の TFRが低くなっ

ている要因である可能性も否定できないであろ

う。

Ⅳ―３．社会保障移転が各家計の出生数に応じ

て増加するケース

さて，そこで，社会保障移転（１１）式が，以下の

（１５）式のように出生数に応じて増加するように再

設計するときナッシュ均衡解がどうなるか考察

してみたい。なお，この第２項�’K・nt
iは出生

数に応じて社会保障給付が増加することを表し

ている４）。

Tt＋１
i＝�’（�nt

i）／２＋�’・K・nt
i （１５）

このとき，各家計が効用関数U i＝Cyt
i・Cot＋１

i

を最大化するための条件は，同様の計算から以

下の結果を得ることができる。

nt
１＝〔Yt／２－e・nt

２／（１＋K）〕／２e

nt
２＝〔Yt／２－e・nt

１／（１＋K）〕／２e （１６）

このナッシュ均衡解は nt
１＝nt

２＝Yt／２〔２＋１／

（１＋K）〕e となるため，各家計の合計出生数は，

nt
１＋nt

２＝Yt／〔２＋１／（１＋K）〕e （１７）

となる。これが（１４）式と等しくなるには K→�

とする必要がある（図６参照）が，給付と負担

の均衡を図りつつ，これを行うと，�’＝�／（１

＋K）であるため�’→０となる。すなわち，そ

れは社会保障制度の枠組みそのものを解体させ，

血縁主義に基づいた体系に引き戻すことになっ

てしまう。このため K→�とすることは現実

的でないが，K に対しある程度のプラスの値

を設定することで，社会全体として望ましい出

生数に誘導することはある程度は可能であろ

う５）。

４）（１１）式と（１５）式の給付総額が等しい条件は�’（�nt
i）＋��’K・nt

i＝�（�nt
i）であることから，�’＝�／（１＋K）と求

めることができる。
５）日本の社会保障制度は，ドイツの社会保障制度等を参考として設計されてきたが，少子高齢化の進展を踏
まえ，ドイツは種々の社会保障制度改革を実施している。このうち，介護保険制度改革では，介護給付その
ものでないが，出生数に応じて，その保険料に差を設ける方式を採用している。すなわち，リュルプ報告で
は児童数により保険料率を変えることについては否定的であったが，実際には２００５年１月１日以降，児童の
いない一定の被保険者に対し０．２５％の付加保険料が課されることとなっている。なお，連邦憲法裁判所判決
（２００１．０４．０３）では，介護保険において，児童を扶養している被保険者が，児童がいない被保険者と同一の
保険料率で負担を課されるのは，基本法の定める法の下の平等に適合しないとされている。
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n t 1＋n t 2

Ｋ 

Ⅴ．まとめと政策的考察

以上のように，本稿では，社会保障財源とし

て子供をみなす場合，①マクロ的視点で，財政

赤字による社会保障の補填が出生数に如何なる

影響を及ぼすのか，②また，ミクロ的視点で，

社会保障移転が各家計の出生数と無関係である

場合，社会全体の出生数は如何なる影響を及ぼ

すのかについての考察を行った。

その結果，①については，１７ヶ国の時系列パ

ネル分析から，財政赤字が出生数にマイナスの

影響を与える可能性があることの示唆を得るこ

とができるとともに，②については，ミクロ的視

点では，単純化されたナッシュ均衡ゲームから，社

会保障移転において，社会保障給付が各家計の

出生数と無関係である場合は，社会全体の望ま

しい出生数と比較してマイナスの影響を与える可

能性があることの示唆を得ることができた。

このため，子供は社会保障財源であるとの観

点に立ち，これらのマイナスの関係を断ち切る

ためには，

（衢） 財政赤字による社会保障給付の補填�をゼ

ロ又は財政赤字の圧力 Dをゼロに誘導する

とともに，

（衫） 年金保険等の社会保障給付において，給付

と負担の均衡を図りつつ，各家計の出生数に

応じて増加する仕組みを導入する

ことも検討に値すると考えられる。

ただし，この子供を社会保障財源とみなす研

究は，まだ多くの課題を有している。例えば，

Ⅱのモデル構築にあたっては，各世代の老齢期

に備えた投資の対象として，現役期に，「社会

保障財源としての子供」と「貯蓄」の２つの投

資対象を想定しているが，利子率がゼロでない

場合，各世代はどちらの投資対象を選択するこ

とが合理的であるのか，その点の考察も重要な

課題であると考えられる。しかし，本稿では，

そこまで踏込んだ考察を行っていないところで

あり，この点も更なる研究を行っていく必要が

あろう。

なお，最後に，先進各国は現在，少子高齢化

の進展に伴い，社会保障制度の持続可能性を維

持する観点から様々な社会保障制度改革と少子

化対策を実施している。しかし，少子化対策の

効果が現れるのは，ずっと先の話で時間を要す

る。このため，人口減少社会を迎えた現在の日

本をはじめとする先進各国は，上記の視点も含

め，既知の人口動態を前提に６），社会保障制度

６）小黒・森下（２００６）「世代間格差改善のための医療保険制度モデル私案とその可能性―賦課方式と積立方
式の超克―」PRI Discussion Paper Series０６A－０２等を参照。
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改革を行い，その持続可能性を高めることが急

務となっている。この問題の解決には，国民の

多くの理解と政治のリーダーシップを必要とし

ているが，本稿がその検討にあたって微力なが

らも貢献できれば幸いである。

補論

ラグランジュの未定乗数法を用いると，S は

ゼロであることから，解くべき問題は，

Max Cyt・Cot＋１

＋�t
１（Cyt＋e・nt＋�nt－１＋Bt－Yt－（１－�）�Bt）

＋�t
２（�nt＋Bt＋��Bt＋１－Cot＋１） …（Ａ）

と変形できる。

この（Ａ）式において，Cyt，Cot＋１，ntで偏微分

すると以下の式を得ることができる。

Cot＋１＝－�t
１

Cyt＝�t
２

e�t
１＋��t

２＝０ …（Ｂ）

この（Ｂ）式を（１）・（２）式に代入して，Cyt，Cot＋１

を消去し，期待値 E をとると以下の差分方程

式を得ることができる。ここで，Yt＝Y と表記

している。

２e E（nt）＋�E（nt－１）

＝Y－（�＋e／�）E（Bt）－（�－１）E（�Bt）

－e／�・�E（�Bt＋１）

…（Ｃ）

他方，長期財政均衡式E（�Bt）＝－p�E（Bt－１）

＋（１－p）D は，E（B t）に関する１階の差分方

程式であることから，t＝０で Bt＝B０として，

E（Bt）＝（１－p�）t｛B０－（１－p）D/p�｝

＋（１－p）D/p� …（Ｄ）

と求めることができる。ここで，この（Ｄ）式を（Ｃ）

式の差分方程式に代入すると，E（nt）に関す

る差分方程式となるので，これを解くとその一

般解は，

E（nt）＝
Y－
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と求めることができる。なお，この（Ｅ）式の第３

項は t 時点と t＋１時点で振動する「振動解」

であるため，ここでの分析には不自然なので除

去するのが合理的であり，求める解は以下のよ

うになる。
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